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「シンジケーション取引におけるオペレーション側面に関する考察」公表にあたって
JSLAにおいては、シンジケーション取引が多くの当事者が関与する取引であることを鑑み、かかる多数当事者間の役割の明確化と規律の確保を重要課題と考え、標準的役割分担を示すべき標準的契約書（リボルビング･クレジット･ファシリティ契約書およびターム･ローン契約書）の策定、「ローン･シンジケーション取引における行為規範」の公表を行ってまいりました。
加えて、多数当事者が関与することにより取引に際してのオペレーションが多層的になり非効率な結果を招く懸念があるため、シンジケーション取引参加者がより効率的で安全な方法で取引を行うための一助として「シンジケーション取引における電子化に関する検討」を行いました。しかしながら、現行の金融実務では依然として書面を重視する取引慣行が支配的であるのが実情です。

そこで、JSLAローン・シンジケーション委員会において、契約書類およびそれに付帯する書類の取扱実務について現状調査を行い、関連するオペレーションの合理化について検討を行ってまいりました。

本ペーパーは、本邦シンジケーション取引におけるアレンジ実績上位金融機関を対象にヒアリング調査を行った結果を踏まえながら、現行のオペレーション実務の改善可能性について考察したものです。本検討がシンジケーション市場の更なる拡大に資するものとなれば幸いです。
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